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そ

72

相談件数 件

電話（

の

ヤングテレホンを含む

他

）や来室により相談を

　

受けた件数

800 82

】

5 850 850 850

【

850

671 853

　

協

　

①：予定どおり

愛護

働

指導の強化により愛護

：

指導回数を増やし、青

】

少年の非行の早期発見

目

及び早期指導を実施し

的

ました。また、相談室

・

の啓発活動
の強化によ

目

り相談件数が増加しま

標

した。

Ａ：成果があが

事

った

業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

青少

種

年指導・相談事業

健康

類

・こども部　青少年課

ハ01－030105－ ー040000 ○ ●

01

ド

基本目標１　　豊かな

ソ

心をはぐくみ、よろこ

フ

びとふれあいにあふれ

ト

たまち
総合計画の

01

根

①〈人間力〉　一人一

拠

人の心のやさしさ、学

法

ぶ意欲、生きる力をは

令

ぐくむ
位置付け

04 4

等

 子ども時代に生きる

対

力を身につける環境を

象

つくる

悩みを抱えた青・ 少年・問題行動をして受 いる青少年

□ □ □ □

悩

益

みを抱えた青少年や保

者

護者から相談を受ける

事

ことで、その不 青少年

業

の非行の未然防止と早

期

期発見、早期指導のた

間

め、青少年
安や悩みを

委

和らげています。また

託

、問題行動のある青少

、

年に愛 補導員などによ

協

る巡回指導を行います

働

。また、青少年の悩み

【

を
のひと声をかけるな

委

ど、立ち直りを助け、

託

犯罪に関わらないよ 早

：

期に解消するため、青

3

少年相談員による相談

セ

活動を行います
う守っ

ク

ています。 。

相談開設

・

日数 日

青少年相談室を

財

開設した日数

296 2

団

97 297 297 29

企

7 297

297 295

業

愛護指導回数 回

愛護指

Ｎ

導を実施した回数

40

Ｐ

0 430 430 430

Ｏ

430 430

459 4
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位

よる巡回指導・相よる

施

巡回指導・相よる巡回

策

指導・相よる巡回指導

へ

・相

談活動 談活動 談活

の

動 談活動 談活動 談活動

貢

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

献

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

高

0

0 0 0 0 0 0 0

0 1

市

9,271 19,26

民

3 19,457 19,

満

457 19,457 1

足

9,457

0 19,2

度

71 19,263 19

を

,457 19,457

高

19,457 19,4

め

57

－ － －

0.00 0

る

.95 0.95 1.1

方

5 1.15 1.15 1

策

.15

0.00 0.0

業

0 0.00 0.00 0

有

.00 0.00 0.0

効

0

0 7,972 7,9

性

72 9,610 9,6

継

10 9,610 9,6

続

10

0 27,243 2

に

7,235 29,06

よ

7 29,067 29,

る

067 29,067

●

成

○ ○ ○ ○ ○ ○

地域や警

果

察等関係機関との連携

向

をより強化しながら、

上

引き続き事業を進めま

の

す。

地域と連携した愛

可

護指導（中学校区強化

能

愛護指導）の回数を増

性

やし、地域の実情に沿

低

った愛護指導活動を行

そ

います。また、警察
等

の

関係機関との連携をよ

他

り強化し、より適切な

事

対応ができる体制づく

業

りに努めます。

青少年

の

の健全育成及び非行化

目

防止のために、事業周

的

知の
ＰＲに工夫をし、

､

現状規模で継続してい

対

きます。

象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

悩みを抱えた青少年か

出

らの相談や、問題行動

総

のある青少
●■ 年への

合

声かけは依然として多

評

い水準となっており、

価

引き

■ 続き事業を行っ

市

ていく必要性がありま

民

す。 ○
□
□ 悩みを抱え

ニ

たり、問題行動のある

ー

青少年は増加傾向にあ

ズ

●□ ると言われており

高

、そうした青少年に対

事

し粘り強く指導

■ ・相

業

談を継続していくこと

目

は、問題解決に高い効

的

果が期 ○
□ 待できます

の

。

□ 継続して事業を行

達

うにあたり、現在にお

成

いても限られた
●

□ 人

状

員で交代勤務を行って

況

いるので、執行体制の

必

妥当性は
○

■ 高いもの

要

と思われます。
○

□
□

性

嘱託員賃金の削減は困

市

難ですが、愛護指導報

の

酬の見直し
○

■ につい

関

ては検討の余地があり

与

ます。
●

□
○

□

引き続

の

き相談室の啓発活動を

必

強化するとともに、相

要

談しやすい環境づくり

性

に努めます。

補導員や

低

相談員に補導員や相談

事

員に補導員や相談員に

そ

補導員や相談員に補導

の

員や相談員に補導員や

他

相談員に

よる巡回指導

上

・相よる巡回指導・相
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

愛護指導の強化により、愛護指導回 愛護指導の強化により愛護指導回数
数を増加し、青少年の非行の早期発 を増やし、青少年の非行の早期発見
見及び早期指導を図った。一方で相 及び早期指導を実施しました。また
談件数は減少した。 、相談室の啓発活動の強化により相

談件数が増加しました。

潜在件数が多くあるものの、相談件 引き続き相談室の啓発活動を強化す
数が減少傾向にあるため、相談室の るとともに、相談

５

しやすい環境づく
啓発

.

活動を強化する必要が

事

ある。 りに努めます。

業

－ 現状の規模で継続 現

展

状の規模で継続

相談室

開

及び非行化防止につい

の

ての啓 地域と連携した

経

愛護指導（中学校区
発

緯

活動に努める。また、

平

警察等関係 強化愛護指

成

導）の回数を増やし、

1

地
機関との連携をより

8

強化し、より適 域の実

年

情に沿った愛護指導活

度

動を行
切な対応ができ

事

るような体制づくり い

業

ます。また、警察等関

分

係機関との
に努める。

平

連携をより強化し、よ

成

り適切な対応
ができる

1

体制づくりに努めます

9

。

－ 実施計画事業 実施

年

計画事業

度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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そ

参加者数
が微増しまし

の

た。

Ａ：成果があがっ

他

た

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

子ど

種

もの家おはなし会事業

類

健康・こども部　青少

ハ

年課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

01 基本目標１　　豊

ソ

かな心をはぐくみ、よ

フ

ろこびとふれあいにあ

ト

ふれたまち
総合計画の

根

01 ①〈人間力〉　一

拠

人一人の心のやさしさ

法

、学ぶ意欲、生きる力

令

をはぐくむ
位置付け

0

等

4 4 子ども時代に生

対

きる力を身につける環

象

境をつくる

未就学児・・ 小学生

□ □ □ □ ボラン

受

ティア団体

子どもたち

益

に読書を楽しむ気持ち

者

を芽生えさせ、想像す

事

る力・ 子どもたちが絵

業

本にふれあい、読書に

期

興味を持つ機会をつく

間

る
考える力をはぐくむ

委

むとともに、青少年育

託

成ボランティアの普 た

、

め、ボランティア団体

協

と協力して子どもの家

働

でおはなし会を
及や異

【

世代間の交流が深まる

委

ことで、効果の高い健

託

全育成が実 開催します

：

。
現しています。

おは

3

なし会開催回数 回

－

2

セ

4 30 30 30

30 3

ク

5

おはなし会参加者数

・

人

－

120 200 20

財

0 200

198 210

団

①：予定どおり

開催数

企

を増やしたことも理由

業

にありますが、年々話

Ｎ

し手のスキルもアップ

Ｐ

して子どもが興味を引

Ｏ

く内容となっており、
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位

子どもの家のうち横内

施

子どもの家では未実施

策

となっており、今後、

へ

読み手のボランティア

の

の増加状況を見ながら

貢

、横内子どもの家での

献

実施も検討します。

お

高

はなし会の開催おはな

市

し会の開催おはなし会

民

の開催おはなし会の開

満

催おはなし会の開催お

足

はなし会の開催

0 0 0

度

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

を

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

高

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

め

0 0

0 0 0 0 0 0 0

－

る

－ －

0.00 0.20

方

0.20 0.17 0.

策

17 0.17 0.17

業

0.00 0.00 0.

有

00 0.00 0.00

効

0.00 0.00

0 1

性

,679 1,679 1

継

,421 1,421 1

続

,421 1,421

0

に

1,679 1,679

よ

1,421 1,421

る

1,421 1,421

成

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

社会教

果

育課の主管により「子

向

ども読書活動推進計画

上

」が策定され、その中

の

に本事業が含まれるこ

可

ととなったため、事務

能

事業とし
て青少年会館

性

主催事業の「読み聞か

低

せ教室」を継続して実

そ

施し、市民ボランティ

の

アの育成と拡充を進め

他

ます。

横内子どもの家

事

での実施に向けて準備

業

し、可能であれば読み

の

聞かせを実施します。

目

青少年会館の自主事業

的

であるボランティア養

､

成講習の読
み聞かせ入

対

門講座を充実させ、修

象

了者の理解と協力をい

､

ただき、事務事業とし

内

て着実に推進します。

容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

活動拠点を子どもの家

出

としていること、また

総

読み手の市
●■ 民ボラ

合

ンティアは青少年会館

評

が主催する読み聞かせ

価

教室

■ の修了生であり

市

、読み聞かせの実践の

民

場にもなっている ○
□

ニ

ことから、市が関与す

ー

る必要性があります。

ズ

□ 読書は知的活動の基

高

本であり、読書に興味

事

を持ってもら
●■ うこ

業

とは次世代育成に有効

目

です。また読み手と子

的

どもた

■ ちとの交流も

の

、異世代間のつながり

達

が薄れた今日では貴 ○

成

□ 重であり、有効性は

状

高いと思われます。

■

況

読み聞かせは、子ども

必

の知的向上と異世代交

要

流の促進に
●

□ 大きな

性

効果が期待でき、また

市

、市民ボランティアの

の

育成
○

□ も兼ねている

関

ため、青少年健全育成

与

の普及を図る観点で
○

の

□ 妥当性の高い事業と

必

いえます。

□ 市民ボラ

要

ンティアを活用した事

性

業であり、行政は活動

低

場
●

□ 所の提供や連絡

事

調整、活動のサポート

そ

のみを担当してい
○

■

の

ることから、効率的に

他

運営が成されています

上

。
○

□

市内に４館ある
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

以前から実施していた大野子どもの 開催数を増やしたことも理由にあり
家・みなと子どもの家に加え、平成 ますが、年々話し手のスキルもアッ
19年度から新たに山城子どもの家で プして子どもが興味を引く内容とな
もおはなし会を実施したため、開催 っており、参加者数が微増しました
数・参加人数とも大幅に増加した。 。

市内に４館ある子どもの家のうち、 市内に４館ある子どもの家のうち横
横内子どもの家では未実施とな

５

って 内子どもの家では

.

未実施となってお
いる

事

。読み手は、青少年会

業

館主催事 り、今後、読

展

み手のボランティアの

開

業でボランティア養成

の

事業「読み聞 増加状況

経

を見ながら、横内子ど

緯

もの
かせ教室」の修了

平

者で結成される「 家で

成

の実施も検討します。

1

絵本を楽しむ会」の会

8

員であり、今
後会員の

年

増加状況を見ながら、

度

横内
子どもの家での実

事

施も視野に入れた
い。

業

－ 拡大して継続 現状の

分

規模で継続

横内子ども

平

の家での実施に向けて

成

準 横内子どもの家での

1

実施に向けて準
備し、

9

可能であれば事業を導

年

入する 備し、可能であ

度

れば読み聞かせを実
。

事

施します。

－ 実施計画

業

事業 事務事業

分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への



7 頁

そ

制度の周知をし、申請

の

に基づき認定審査を行

他

い、認定した保護者に

　

就学
援助費を支給し、

】

児童・生徒が安定した

【

義務教育を受けること

協

ができました。

Ａ：成

働

果があがった

： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

要保

種

護及び準要保護児童生

類

徒援助事業

学校教育部

ハ

　学務課

01－100 ー104－010000 ド○ ●

01 基本目標１　

ソ

　豊かな心をはぐくみ

フ

、よろこびとふれあい

ト

にあふれたまち
総合計

根

画の
01 ①〈人間力〉

拠

　一人一人の心のやさ

法

しさ、学ぶ意欲、生き

令

る力をはぐくむ
位置付

等

け
04 4 子ども時代

対

に生きる力を身につけ

象

る環境をつくる

学校教

・

育法第２５条及び第４

受

０条

就学援助児童・生益 徒

□ □ □ □

経済的な理

者

由により就学が困難な

事

児童・生徒の保護者に

業

対し必 義務教育を円滑

期

に受けることができる

間

ようにするため、経済

委

的
要な援助をすること

託

により、児童・生徒が

、

安定した義務教育を な

協

理由により就学が困難

働

な児童・生徒の保護者

【

に対して必要な
受ける

委

ことができます。 援助

託

をします。

支給申請受

：

付件数 人

－

2,400

3

2,400 2,400

セ

2,400 2,400

ク

2,400

2,404

・

2,136

経済的な理

財

由による欠席者数 人

－

団

0 0 0 0 0 0

0 0

②：

企

若干遅れている

年度に

業

より申請件数の変動が

Ｎ

あります。

平塚市立の

Ｐ

小・中学校に通う全児

Ｏ

童生徒の保護者に対し



8 頁

位

319 146,000

施

146,000 146

策

,000 146,00

へ

0

－ － －

0.00 1.

の

30 1.30 1.30

貢

1.30 1.30 1.

献

30

0.00 0.00

高

0.00 0.00 0.

市

00 0.00 0.00

民

0 10,909 10,

満

909 10,863 1

足

0,863 10,86

度

3 10,863

0 14

を

3,997 152,2

高

28 156,863 1

め

56,863 156,

る

863 156,863

方

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

効率的

策

で適正な事業実施に努

業

め、現状規模で継続し

有

ます。

事務改善による

効

事務の効率化を図るこ

性

とにより、適切に援助

継

を行います。

企業の倒

続

産やリストラ、母子・

に

父子家庭などの経済的

よ

理
由によって就学が困

る

難な児童生徒の保護者

成

に対して、継
続して援

果

助することは義務教育

向

の完全な履行のために

上

必
要です。

の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

経済的理由により就学

出

が困難の児童生徒等の

総

保護者を援
●□ 助し、

合

安定した義務教育を受

評

けさせる必要がありま

価

す。

■ ○
□
□ 事業を継

市

続し保護者の経済的負

民

担を軽減することによ

ニ

り
●□ 、児童生徒の就

ー

学の機会を確保するこ

ズ

とができます。

■ ○
□

高

□ 認定にあたっては、

事

国からの通知や生活保

業

護基準に基づ
●

■ き実

目

施しており妥当と考え

的

ます。
○

□
○

□
□ 援助

の

費を国庫補助事業の基

達

準に合わせており、制

成

度の目
●

■ 的からコス

状

トの削減はできません

況

。
○

□
○

□

今後も事務

必

手続に要する時間短縮

要

など業務改善意識を持

性

ち、効率的で適正な事

市

業執行に努めます。

就

の

学費の援助 就学費の援

関

助 就学費の援助 就学費

与

の援助 就学費の援助 就

の

学費の援助

0 437 2

必

83 643 643 64

要

3 643

0 0 0 0 0 0

性

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

低

0 0 0 0 0

0 132,

事

651 141,036

そ

145,357 145

の

,357 145,35

他

7 145,357

0 1

上

33,088 141,
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ②：若干遅れている

平塚市立の小・中学校に通う全児童 平塚市立の小・中学校に通う全児童
生徒の保護者に対し制度の周知をし 生徒の保護者に対し制度の周知をし
、申請に基づき認定審査を行い、認 、申請に基づき認定審査を行い、認
定した保護者に就学援助費を支給し 定した保護者に就学援助費を支給し
、児童・生徒が安定した義務教育を 、児童・生徒が安定した義務教育を
受けることができた。 受けることができました。

今後も事務手続に

５

要する時間短縮な 今後

.

も事務手続に要する時

事

間短縮な
ど業務改善意

業

識を持ち、効率的で適

展

ど業務改善意識を持ち

開

、効率的で適
正な事業

の

執行に努める。 正な事

経

業執行に努めます。

－

緯

現状の規模で継続 現状

平

の規模で継続

事務改善

成

による事務の効率化を

1

図る 事務改善による事

8

務の効率化を図る
。 こ

年

とにより、適切に援助

度

を行います
。

－ 実施計

事

画事業 実施計画事業

業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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Ｏ

ります。

特別支援学級

そ

に在籍する児童生徒の

の

保護者に対し制度の周

他

知をし、申請に基づく

　

認定審査を行い、認定

】

した保護者に就学奨励

【

費
を支給し、保護者の

協

経済的負担を軽減する

働

ことができました。

Ａ

：

：成果があがった

】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

特

業

別支援教育就学奨励援

種

助事業

学校教育部　学

類

務課

01－10010 ハ4－020000 ○ ●ー

01 基本目標１　　豊

ド

かな心をはぐくみ、よ

ソ

ろこびとふれあいにあ

フ

ふれたまち
総合計画の

ト

01 ①〈人間力〉　一

根

人一人の心のやさしさ

拠

、学ぶ意欲、生きる力

法

をはぐくむ
位置付け

0

令

4 4 子ども時代に生

等

きる力を身につける環

対

境をつくる

盲学校・聾

象

学校及び養護学校への

・

就学奨励に関する法律

受 特別支援学校に就学す益 る児童・生徒の保護者者

□ □ □ □

特別支援学級

事

に就学する児童・生徒

業

の保護者に対し、その

期

負担 特別支援教育を円

間

滑に受けられるように

委

するため、特別支援学

託

能力の程度に応じた援

、

助をすることで、保護

協

者の経済的負担を 級に

働

就学する児童・生徒の

【

保護者に対し、その負

委

担能力の程度
軽減しま

託

す。 に応じた援助をし

：

ます。

支給申請受付件

3

数 人

－

145 145 1

セ

45 145 145 14

ク

5

146 118

適切に

・

援助が行われている割

財

合 ％

支給件数÷援助対

団

象件数×１００

－ 10

企

0 100 100 100

業

100

－ 100

②：若

Ｎ

干遅れている

年度によ

Ｐ

り申請件数の変動があ
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上

2 4,461 4,90

位

4 4,904 4,90

施

4 4,904

－ － －

0

策

.00 0.40 0.4

へ

0 0.40 0.40 0

の

.40 0.40

0.0

貢

0 0.00 0.00 0

献

.00 0.00 0.0

高

0 0.00

0 3,35

市

7 3,357 3,34

民

3 3,343 3,34

満

3 3,343

0 7,0

足

29 7,818 8,2

度

47 8,247 8,2

を

47 8,247

● ○ ○

高

○ ○ ○ ○

効率的で適正

め

な事業実施に努め、現

る

状規模で継続します。

方

事務改善による事務の

策

効率化を図ることによ

業

り、適切に援助を行い

有

ます。

特別支援学級に

効

就学する児童・生徒の

性

保護者の経済的負
担を

継

軽減することにより義

続

務教育履行のため事業

に

を継続
していきます。

よる成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 法律に準じて補助を

抽

行うものであり、市の

出

教育委員会で
●□ 行う

総

必要があります。

■ ○

合

□
□ 事業を継続し、保

評

護者の経済的負担を軽

価

減することによ
●□ り

市

、児童生徒の就学の機

民

会を確保することがで

ニ

きます。

■ ○
□
□ 特別

ー

支援学級に通う児童生

ズ

徒の保護者に対し、世

高

帯の所
●

■ 得区分に応

事

じた援助をするもので

業

妥当と考えます。
○

□

目

○
□
□ 国庫補助事業（

的

市の単独事業一部有り

の

）であるため、国
●

■

達

の基準に合わせること

成

からコスト削減はでき

状

ません。
○

□
○

□

総合

況

評価も高く、今後も業

必

務改善意識を持ち、効

要

率的で適正な事業実施

性

に努めます。

就学奨励

市

費の援助就学奨励費の

の

援助就学奨励費の援助

関

就学奨励費の援助就学

与

奨励費の援助就学奨励

の

費の援助

0 903 1,

必

125 2,087 2,

要

087 2,087 2,

性

087

0 0 0 0 0 0 0

低

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

事

0 0 0 0

0 2,769

そ

3,336 2,817

の

2,817 2,817

他

2,817

0 3,67
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ

頁

：成果があがった

－ ①：予定どおり ②：若干遅れている

特別支援学級に在籍する児童生徒の 特別支援学級に在籍する児童生徒の
保護者に対し制度の周知をし、申請 保護者に対し制度の周知をし、申請
に基づく認定審査を行い、認定した に基づく認定審査を行い、認定した
保護者に就学奨励費を支給し、保護 保護者に就学奨励費を支給し、保護
者の経済的負担を軽減することがで 者の経済的負担を軽減することがで
きた。 きました。

総合評価も高く、今後も業務改善意 総合評価も高く、今後も

５

業務改善意
識を持ち、

.

効率的で適正な事業実

事

施 識を持ち、効率的で

業

適正な事業実施
に努め

展

る。 に努めます。

－ 現

開

状の規模で継続 現状の

の

規模で継続

事務改善に

経

よる事務の効率化 事務

緯

改善による事務の効率

平

化を図る
ことにより、

成

適切に援助を行います

1

。

－ 実施計画事業 実施

8

計画事業

年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

があがった

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

通

業

級指導教室整備方針策

種

定事業

学校教育部　子

類

ども教育相談センター

ハ00－xxxxxx－ ーxx0000 ○ ●

01

ド

基本目標１　　豊かな

ソ

心をはぐくみ、よろこ

フ

びとふれあいにあふれ

ト

たまち
総合計画の

01

根

①〈人間力〉　一人一

拠

人の心のやさしさ、学

法

ぶ意欲、生きる力をは

令

ぐくむ
位置付け

04 4

等

 子ども時代に生きる

対

力を身につける環境を

象

つくる

幼児、児童、生・ 徒、教職員      受         ～ 益 平成２１年度

□ □ □ □

者

通級指導が必要な子ど

事

もたちが、整備された

業

通級指導教室で個 通級

期

指導が必要な子ども達

間

が個々の教育ニーズに

委

応じた指導が
々の教育

託

ニーズに応じたきめ細

、

かい指導が行われます

協

。 受けられるようにす

働

るため、通級指導教室

【

の整備を進めます。

整

委

備方針策定進捗率 ％

H

託

19：検討10％、H

：

20：検討20％、H

3

21：整備方針策定7

セ

0％

10 30 100

1

ク

0 30

①：予定どおり

・

通級指導教室「ことば

財

の教室」の新改築を目

団

指し、その整備方針に

企

ついて検討した。また

業

、教育委員会内にプロ

Ｎ

ジェクトチーム
を立ち

Ｐ

上げました。

Ａ：成果
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上

61 0 0

0 2,518

位

2,518 2,507

施

3,761 0 0

○ ○ ○

策

○ ○ ● ○

平成21年度

へ

に整備方針の策定が終

の

了しました。
今後はこ

貢

の整備方針に基づき、

献

通級指導教室「ことば

高

の教室」の新改築を目

市

指し、その機能の充実

民

を図っていきます。

通

満

級指導教室「ことばの

足

教室」の老朽化、狭隘

度

化を解消
するため、新

を

改築が強く望まれます

高

。また、発達障害の
子

め

どもにも対応できる新

る

たな通級教室の機能も

方

持てるよ
うに整備して

策

いくことが必要である

業

と考えます。

有効性
継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 通級指導教室「こと

抽

ばの教室」の施設老朽

出

化や狭隘化に
●□ 伴い

総

新改築が行われなけれ

合

ばなりません。また、

評

発達障

■ 害の子どもに

価

も対応できる新たな通

市

級指導教室の設置が ○

民

□ 求められています。

ニ

□ 通級指導教室の整備

ー

は新改築に向けて欠か

ズ

すことができ
●□ ませ

高

ん。

■ ○
□
■ 発達障害

事

の子どもにも対応でき

業

る新たな通級指導教室

目

と
●

□ しての整備が求

的

められています。
○

□

の

○
□
□ 財政状況を考慮

達

して、計画的に整備し

成

ていくことが必要
○

□

状

です。
●

□
○

■

通級指

況

導教室「ことばの教室

必

」の新改築を目指し、

要

その機能を充実します

性

。

検討会の開催 検討会

市

の開催 整備方針の策定

の

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

関

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

与

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

の

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

必

0 0

－ － －

0.00 0

要

.30 0.30 0.3

性

0 0.45 0.00 0

低

.00

0.00 0.0

事

0 0.00 0.00 0

そ

.00 0.00 0.0

の

0

0 2,518 2,5

他

18 2,507 3,7
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

通級指導教室「ことばの教室」の新 通級指導教室「ことばの教室」の新
改築を目指し、その整備方針につい 改築を目指し、その整備方針につい
て検討した。また、教育委員会内に て検討した。また、教育委員会内に
プロジェクトチームを立ち上げた。 プロジェクトチームを立ち上げまし

た。

通級指導教室「ことばの教室」の新 通級指導教室「ことばの教室」の新
改築を目指し、その機能を充実する 改築を目指し、その機能を充実しま
。 す。

－ 現状の

５

規模で継続 終了

通級指

.

導教室「ことばの教室

事

」の新
改築を目指すた

業

めに、その機能の充
実

展

のためプロジェクトチ

開

ーム等での
検討を行う

の

。

－ 実施計画事業 －

経緯

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ



13

Ｏ

4.2

①：予定どおり

そ

スクールカウンセラー

の

１２人を配置し、県・

他

国事業のスクールカウ

　

ンセラーと合わせて、

】

小・中学校に全校配置

【

ができ、児童・
生徒、

協

保護者、教職員への支

働

援に効果をあげること

：

ができました。

Ａ：成

】

果があがった

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

ス

業

クールカウンセラー派

種

遣事業

学校教育部　子

類

ども教育相談センター

ハ01－100107－ ー010000 ○ ●

01

ド

基本目標１　　豊かな

ソ

心をはぐくみ、よろこ

フ

びとふれあいにあふれ

ト

たまち
総合計画の

01

根

①〈人間力〉　一人一

拠

人の心のやさしさ、学

法

ぶ意欲、生きる力をは

令

ぐくむ
位置付け

04 4

等

 子ども時代に生きる

対

力を身につける環境を

象

つくる

児童・生徒、保・ 護者、教職員

□ □ □ □

受

不登校をはじめ、児童

益

・生徒の様々な問題行

者

動などが改善もし 児童

事

・生徒の様々な問題を

業

解決するため、本人や

期

保護者のカウ
くは解消

間

します。 ンセリングや

委

教職員を援助するスク

託

ールカウンセラーを各

、

小中
学校に派遣します

協

。

スクールカウンセラ

働

ー派遣人数 人

－

12 1

【

3 14 15 16 17

1

委

2 12

スクールカウン

託

セラー配置学校数 校

－

：

34 37 40 43 43

3

43

34 33

スクール

セ

カウンセラーに係る学

ク

校評価 点

「派遣により

・

、児童・生徒の悩み解

財

消など効果があった」

団

とする評価（５段階）

企

の、派遣している全小

業

中学校の回答の平均

4

Ｎ

.2 4.3 4.4 4.

Ｐ

4 4.4 4.4

4.2
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上

2 35,722

0 24

位

,911 28,088

施

28,822 31,1

策

22 33,422 35

へ

,722

－ － －

0.0

の

0 0.75 0.75 0

貢

.65 0.65 0.6

献

5 0.65

0.00 0

高

.00 0.00 0.0

市

0 0.00 0.00 0

民

.00

0 6,294 6

満

,294 5,432 5

足

,432 5,432 5

度

,432

0 31,20

を

5 34,382 34,

高

254 36,554 3

め

8,854 41,15

る

4

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

勤務

方

日数等の面で勤務体制

策

の充実が必要であるた

業

め、事業を拡大してい

有

くことが必要です。

勤

効

務日数等の面で勤務体

性

制の充実が必要である

継

ため、人員の増員を図

続

っていきます。

スクー

に

ルカウンセラーはその

よ

専門性を生かして、児

る

童・
生徒、保護者及び

成

教職員の悩みや不安の

果

解消、支援等を
行い、

向

学校教育相談の充実に

上

寄与しています。県派

の

遣の
スクールカウンセ

可

ラーとの組み合わせを

能

考慮するととも
に、勤

性

務日数の充実を図り、

低

更なる有効活用を図っ

そ

てい
きたいと考えます

の

。

他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 不登校など様々な課

抽

題に対し、学校におけ

出

るスクールカ
●□ ウン

総

セラーの必要性が強く

合

求められています。

■

評

○
□
□ 校内でのカウン

価

セリング、研修会、ケ

市

ース会議での助言
●□

民

等を行い、支援体制の

ニ

一端を担っています。

ー

■ ○
□
■ 専門的な知識

ズ

や経験を生かし、学校

高

内での問題解決に取
●

事

□ り組んでいます。
○

業

□
○

□
□ 各学校に配置

目

されることで、保護者

的

、教職員への相談の
○

の

□ 機会が増え、相談体

達

制が充実しています。

成

●
□

○
■

小・中学校に

状

全校配置ができました

況

が、勤務日数の充実を

必

図るため、スクールカ

要

ウンセラーの増員が必

性

要です。

スクールカウ

市

ンセスクールカウンセ

の

スクールカウンセスク

関

ールカウンセスクール

与

カウンセスクールカウ

の

ンセ

ラーの派遣 ラーの

必

派遣 ラーの派遣 ラーの

要

派遣 ラーの派遣 ラーの

性

派遣

0 0 0 0 0 0 0

0

低

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

事

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

そ

0 24,911 28,

の

088 28,822 3

他

1,122 33,42
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

スクールカウンセラーを３人増員し スクールカウンセラー１２人を配置
、小学校への全校配置が完了すると し、県・国事業のスクールカウンセ
ともに、児童・生徒、保護者、教職 ラーと合わせて、小・中学校に全校
員への支援に効果をあげることがで 配置ができ、児童・生徒、保護者、
きた。 教職員への支援に効果をあげること

ができました。

勤務日数の充実に努め、有効な活用 小・中学校に全校配置ができました
が図られるようにする。 が、勤務

５

日数の充実を図るため

.

、ス
クールカウンセラ

事

ーの増員が必要で
す。

業

－ 拡大して継続 拡大し

展

て継続

勤務日数等の面

開

で、体制の充実が必 勤

の

務日数等の面で勤務体

経

制の充実が
要であるた

緯

め、人員の増員を図っ

平

て 必要であるため、人

成

員の増員を図っ
いく。

1

ていきます。

－ 実施計

8

画事業 実施計画事業

年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

3.4

4.06 3.5

そ

6

①：予定どおり

児童

の

・生徒の様々な問題を

他

解決するために、教育

　

相談・訪問相談の実施

】

、学校教育相談研修会

【

、学校訪問事例研究会

協

、教育相談
コーディネ

働

ーター研修会等を実施

：

し、きめ細かい対応を

】

行うことができました

目

。

Ｂ：おおむね成果が

的

あがった

・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

教

業

育相談体制の充実事業

種

学校教育部　子ども教

類

育相談センター

01－ ハ100107－020 ー000 ○ ●

01 基本目

ド

標１　　豊かな心をは

ソ

ぐくみ、よろこびとふ

フ

れあいにあふれたまち

ト

総合計画の
01 ①〈人

根

間力〉　一人一人の心

拠

のやさしさ、学ぶ意欲

法

、生きる力をはぐくむ

令

位置付け
04 4 子ど

等

も時代に生きる力を身

対

につける環境をつくる

象 児童・生徒、保護者、・ 教職員

□ □ □ □

学校に

受

おける教育相談体制を

益

充実することにより、

者

児童・生徒 児童･生徒

事

の様々な問題を解決す

業

るため、相談スタッフ

期

を充実
の心理的な悩み

間

や問題が解決していま

委

す。 するとともに、訪

託

問相談事業、各種研修

、

会・研究会を実施しま

協

す。

研修会･研究会開

働

催回数 回

－

23 23 2

【

3 23 23 23

23 2

委

3

訪問相談実施日数 日

託

－

208 208 208

：

208 208 208

2

3

08 208

不登校児童

セ

出現率 ％

不登校児童数

ク

÷全児童数×100

0

・

.51 0.5 0.49

財

0.49 0.49 0.

団

49

0.58 0.65

企

不登校生徒出現率 ％

不

業

登校生徒数÷全生徒数

Ｎ

×100

3.5 3.4

Ｐ

5 3.4 3.4 3.4
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上

施 修会などの実施 修会

位

等の実施 修会等の実施

施

修会等の実施

0 0 0 0

策

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

へ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 3,131

貢

3,016 2,990

献

2,990 2,990

高

2,990

0 3,13

市

1 3,016 2,99

民

0 2,990 2,99

満

0 2,990

－ － －

0

足

.00 0.95 0.9

度

5 0.95 0.95 0

を

.95 0.95

0.0

高

0 0.00 0.00 0

め

.00 0.00 0.0

る

0 0.00

0 7,97

方

2 7,972 7,93

策

9 7,939 7,93

業

9 7,939

0 11,

有

103 10,988 1

効

0,929 10,92

性

9 10,929 10,

継

929

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

続

相談件数の増加や問題

に

の多様化・複雑化に対

よ

して教育的支援が求め

る

られているため、継続

成

して事業を実施します

果

。

研修会等の講師の人

向

選に努め、より有効な

上

事業が実施できるよう

の

に努力します。

相談件

可

数の増加や問題の多様

能

化、複雑化に対応する

性

ため
、教育相談や支援

低

体制の充実を図ること

そ

が重要であると
考えま

の

す。

他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 複雑化、多様化する

抽

問題に適切に対応した

出

り、特別な配
●□ 慮を

総

必要としている児童・

合

生徒に支援を行ったり

評

するた

■ めには、教育

価

相談や支援の体制づく

市

りが重要です。 ○
□
□

民

継続して事業を実施す

ニ

ることにより、一人一

ー

人の教育ニ
●□ ーズに

ズ

応じたきめ細かな支援

高

を行うことが可能にな

事

りま

■ す。 ○
□
■ 様々

業

なタイプの研修会や研

目

究会を実施したり、色

的

々な形
●

□ の支援を展

の

開することにより、特

達

別な配慮を必要とする

成

○
□ 子どもの様々な教

状

育ニーズに対応してい

況

ます。
○

□
□ 相談体制

必

や支援教育を推進充実

要

していくために、相談

性

ス
○

□ タッフ及び研修

市

会の有効な活用が図ら

の

れるよう努めてい
●

□

関

ます。
○

■

相談件数の

与

増加や問題の多様化・

の

複雑化に対応するため

必

に、研修会等の継続的

要

な実施が必要です。

訪

性

問相談、各種研訪問相

低

談、各種研訪問相談、

事

各種研訪問相談、各種

そ

研訪問相談、各種研訪

の

問相談、各種研

修会な

他

どの実施 修会などの実
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ｂ

頁

：おおむね成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

教育相談・訪問相談の実施、学校教 児童・生徒の様々な問題を解決する
育相談研修会、学校訪問事例研究会 ために、教育相談・訪問相談の実施
、教育相談コーディネーター研修会 、学校教育相談研修会、学校訪問事
の実施等により、教育ニーズに応え 例研究会、教育相談コーディネータ
たきめ細かい指導を行うことができ ー研修会等を実施し、きめ細かい対
た。 応を行うことができました。

相談件数の増加、不登校やその他の 相談

５

件数の増加や問題の多

.

様化・複
問題行動の増

事

加等に対し、適切な対

業

雑化に対応するために

展

、研修会等の
応・支援

開

のための相談スタッフ

の

の充 継続的な実施が必

経

要です。
実が望まれる

緯

。

－ 現状の規模で継続

平

現状の規模で継続

各事

成

業を見直し、経費を削

1

減しなが 研修会等の講

8

師の人選に努め、より

年

ら必要な部分は回数や

度

内容を精査し 有効な事

事

業が実施できるように

業

努力
ていく。 します。

分

－ 実施計画事業 実施計

平

画事業

成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

階）の、派遣
している

そ

全小中学校の回答の平

の

均

－ 3.6 3.7 4.

他

4 4.4 4.4

－ 4.

　

4

①：予定どおり

研修

】

会・研究会の開催や相

【

談支援チームを小・中

協

学校に派遣することに

働

より、支援教育への理

：

解を深め、校内支援体

】

制づくりの
整備に結び

目

つきました。

Ａ：成果

的

があがった

・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

支

業

援教育等の推進・充実

種

事業

学校教育部　子ど

類

も教育相談センター

0 ハ1－100107－0 ー30000 ○ ●

01 基

ド

本目標１　　豊かな心

ソ

をはぐくみ、よろこび

フ

とふれあいにあふれた

ト

まち
総合計画の

01 ①

根

〈人間力〉　一人一人

拠

の心のやさしさ、学ぶ

法

意欲、生きる力をはぐ

令

くむ
位置付け

04 4 

等

子ども時代に生きる力

対

を身につける環境をつ

象

くる

児童・生徒、教職・ 員

□ □ □ □

特別な配慮

受

が必要と思われる児童

益

･生徒の教育ニーズに

者

応じた 特別な配慮を必

事

要とする児童・生徒を

業

支援するため、必要に

期

応
支援体制が整備され

間

、きめ細かな指導が行

委

われています。 じて小

託

・中学校に相談支援チ

、

ームを派遣して校内支

協

援体制の整
備を推進す

働

るとともに、各種研修

【

会・研究会を実施しま

委

す。

相談支援チームの

託

派遣回数 回

－

40 40

：

40 50 50 50

37

3

67

相談支援チームが

セ

対応した児童・生徒数

ク

人

160 160 160

・

170 170 170

1

財

72 212

相談支援チ

団

ームに係る学校評価 点

企

「相談支援チームの派

業

遣により、校内支援体

Ｎ

制づくりに効果があっ

Ｐ

た」とする評価（５段
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上

催 などの開催 の開催 の

位

開催 の開催

0 0 0 0 0

施

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

策

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

へ

0 0 0

0 1,890 1

の

,312 1,776 1

貢

,846 1,846 1

献

,846

0 1,890

高

1,312 1,776

市

1,846 1,846

民

1,846

－ － －

0.

満

00 1.25 1.25

足

1.25 1.25 1.

度

25 1.25

0.00

を

0.00 0.00 0.

高

00 0.00 0.00

め

0.00

0 10,48

る

9 10,489 10,

方

445 10,445 1

策

0,445 10,44

業

5

0 12,379 11

有

,801 12,221

効

12,291 12,2

性

91 12,291

● ○

継

○ ○ ○ ○ ○

特別な支援

続

を必要としている児童

に

・生徒の教育ニーズに

よ

応じるために、継続し

る

て支援教育の理解や支

成

援体制の整備は必要で

果

す。

支援教育の理解や

向

支援体制の整備を図る

上

ため、相談支援チーム

の

の派遣や研修会・研究

可

会等の充実を図ります

能

。

研修会・研究会の開

性

催や小中学校への相談

低

支援チームの
派遣を継

そ

続することにより、支

の

援教育への理解や校内

他

支
援体制の整備が図ら

事

れると考えます。

業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 特別な配慮を要する

抽

児童・生徒が増加して

出

いるため、学
●□ 校で

総

の支援体制の整備が強

合

く求められています。

評

■ ○
□
□ 支援教育の理

価

解を深め、支援体制を

市

整備していくことが
●

民

□ よりよい児童・生徒

ニ

への支援につながりま

ー

す。

■ ○
□
■ 特別な配

ズ

慮が必要な児童・生徒

高

への理解や支援のあり

事

方
●

□ を検討すること

業

で、よりよい支援が行

目

われます。
○

□
○

□
□

的

支援教育の理解と支援

の

体制の整備によって、

達

児童・生徒
○

□ への支

成

援がより効率的・効果

状

的に行われます。
●

□

況

○
■

特別な配慮を要す

必

る児童・生徒へよりよ

要

い支援を行うためには

性

、継続して支援教育の

市

理解を進め、支援体制

の

づくりを整えること
が

関

求められています。

相

与

談員などの派遣相談員

の

などの派遣巡回相談員

必

などの巡回相談員等の

要

派巡回相談員等の派巡

性

回相談員等の派

、各種

低

研究会など、各種研究

事

会など派遣、各種研究

そ

会遣、各種研究会等遣

の

、各種研究会等遣、各

他

種研究会等

の開催 の開



21

の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

研修会の開催や相談支援チームを派 研修会・研究会の開催や相談支援チ
遣することにより、支援教育への理 ームを小・中学校に派遣することに
解を深め、支援体制づくりの整備に より、支援教育への理解を深め、校
結びついた。 内支援体制づくりの整備に結びつき

ました。

支援教育の理解を進め、支援体制づ 特別な配慮を要する児童・生徒へよ
くりを整えることが求められている りよい支援を行うためには、継続し
。 て支援教育の理解を進め、支援

５

体制
づくりを整えるこ

.

とが求められてい
ます

事

。

－ 現状の規模で継続

業

現状の規模で継続

支援

展

教育の理解や体制づく

開

りにつと 支援教育の理

の

解や支援体制の整備を

経

めていくために、相談

緯

支援チームの 図るため

平

、相談支援チームの派

成

遣や
派遣や研修会等の

1

充実を図る。 研修会・

8

研究会等の充実を図り

年

ます
。

－ 実施計画事業

度

実施計画事業

事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

介

業

助員派遣事業

学校教育

種

部　子ども教育相談セ

類

ンター

01－1001 ハ07－040000 ○ ー ●

01 基本目標１　　

ド

豊かな心をはぐくみ、

ソ

よろこびとふれあいに

フ

あふれたまち
総合計画

ト

の
01 ①〈人間力〉　

根

一人一人の心のやさし

拠

さ、学ぶ意欲、生きる

法

力をはぐくむ
位置付け

令

04 4 子ども時代に

等

生きる力を身につける

対

環境をつくる

児童・生象 徒、保護者

□ □ □ □

障

・

がいのある子どもたち

受

が、学習活動や日常生

益

活での支援を受 障がい

者

のある子どもたちが学

事

校（園）生活を円滑に

業

送れるよう
け、学校（

期

園）生活を円滑に送っ

間

ています。 にするため

委

、学習活動や日常生活

託

を支援する介助員を派

、

遣しま
す。

介助員派遣

協

人数 人

－

54 54 56

働

57 58 59

54 55

【

介助員に係る学校評価

委

点

「介助員の派遣によ

託

り効果があった」とす

：

る評価（５段階）の、

3

派遣している全小中学

セ

校の回答の平均

4 4.

ク

1 4.4 4.4 4.4

・

4.4

4.6 4.3

①

財

：予定どおり

介助員の

団

派遣により、きめ細か

企

な指導の支援に結びつ

業

きました。

Ａ：成果が

Ｎ

あがった

Ｐ
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上

51,341 52,3

位

05 53,269

－ －

施

－

0.00 0.55 0

策

.55 0.50 0.5

へ

0 0.50 0.50

0

の

.00 0.00 0.0

貢

0 0.00 0.00 0

献

.00 0.00

0 4,

高

616 4,616 4,

市

178 4,178 4,

民

178 4,178

0 5

満

2,839 53,18

足

6 54,555 55,

度

519 56,483 5

を

7,447

● ○ ○ ○ ○

高

○ ○

障がいのある子ど

め

もたちが学校（園）生

る

活を円滑に送れるよう

方

介助員を新を派遣し、

策

きめ細かい支援を提供

業

することが必要です
。

有

障がいのある子どもた

効

ちが学校（園）生活を

性

円滑に送れるよう介助

継

員を派遣し、きめ細か

続

い支援を提供します。

に

特別支援学級に介助員

よ

を派遣することにより

る

、障がいの
ある児童・

成

生徒へのきめ細かい指

果

導が行われています。

向

特別支援学級に在籍す

上

る児童・生徒数の増加

の

や障がいの
多様化を背

可

景に、保護者や学校か

能

ら介助員派遣を強く望

性

む声があり、本事業を

低

更に充実していくこと

そ

が必要と考
えます。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 障がいの多様化、重

抽

度化する中で、きめ細

出

かな指導が必
●□ 要で

総

あり、保護者、学校か

合

らの要望も強くありま

評

す。

■ ○
□
□ 継続して

価

派遣することにより、

市

きめ細かな指導が実現

民

で
●□ きます。

■ ○
□

ニ

■ 教員の追加配置が難

ー

しい状況の中、きめ細

ズ

かな指導がで
●

□ きる

高

ように学校を支援して

事

いくことが求められて

業

います
○

□ 。
○

□
□ 子

目

どもの状態や学級の状

的

況等を考慮し、より有

の

効な活用
○

□ に努めま

達

す。
●

□
○

■

教員の追

成

加配置が難しい状況の

状

中、障がいのある子ど

況

もたちへの支援のため

必

に本事業を充実してい

要

くことは必要不可欠で

性

す。

障害児介助員の派

市

障害児介助員の派障害

の

児介助員の派障害児介

関

助員の派障害児介助員

与

の派障害児介助員の派

の

遣 遣 遣 遣 遣 遣

0 0 0 0

必

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

要

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

性

0 0 0 0

0 48,22

低

3 48,570 50,

事

377 51,341 5

そ

2,305 53,26

の

9

0 48,223 48

他

,570 50,377



24

の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

介助員の派遣により、きめ細かな指 介助員の派遣により、きめ細かな指
導の支援に結びついた。 導の支援に結びつきました。

教員の追加配置が難しい状況の中、 教員の追加配置が難しい状況の中、
障害のある子どもたちへの支援のた 障がいのある子どもたちへの支援の
めに、本事業を充実していくことは ために本事業を充実していくことは
必要不可欠である。 必要不可欠です。

－ 現状の規模で継続 現状の規模で継続

障害のある子どもたちが学校（園

５

） 障がいのある子ども

.

たちが学校（園
生活を

事

円滑に送れ、きめ細か

業

な指導 ）生活を円滑に

展

送れるよう介助員を
が

開

できるように学校を支

の

援していく 派遣し、き

経

め細かい支援を提供し

緯

ま
ため、介助員の派遣

平

を行っていく。 す。

－

成

実施計画事業 実施計画

1

事業

8年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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